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中小企業の外部機関との連携 
～モノ作り中小企業1,200社を対象とした調査をもとに～ 
Cooperation with external organizations of small and medium-
sized enterprises 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 井上善海 
 
要旨 
本稿では、これまでの筆者の個別的な事例研究により分析的一般化された発見
事実を、アンケート調査を実施することにより包括的な統計分析を行い、実証研
究の精度を高めることをねらいとしている。 
調査・分析の結果、オープン・イノベーションに積極的に取り組んでいる中小
企業では、研究開発等の上流部分における連携だけでなく、販売等の下流部分に
おける連携も含めた事業化まで見通したイノベーションの仕組みを構築する取り
組みが行われていることを確認することができた。 
 
キーワード（Keywords）：中小企業（Small and Medium-sized Enterprises）、 
オープン・イノベーション（Open Innovation）、外部機関
との連携（Cooperation with external organizations） 
 
Abstract 
In this paper, we aim to improve the accuracy of empirical research by 
conducting statistical analysis by questionnaire survey of facts discovered from 
individual case studies. 
As a result of survey and analysis, SMEs actively working on open innovation 
had built a mechanism of innovation forecasted until commercialization. 
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企業の場合は、イノベーションの実行者が経営者であり、経営者が方針策定から
現場での創意工夫までリーダーシップをとって取り組んでいることから、シュン
ペーター（Schumpeter，1926）のいうイノベーションを担う「企業家」として
の役割を、経営者自身が果たし、全社的な取り組みとなっている。 
(2) 発見事実２ 
全く新しい素材の開発や新技術による新製品開発を目的としたイノベーション
の設計を経営者自らが行い、外部の知識探索に取り組んでいる。 
(3) 発見事実３ 
イノベーションの設計にもとづき、自社で対応できない技術開発や販売につい
ては、大企業や大学へ自らが積極的にアプローチすることによって克服している。 
(4) 発見事実４ 
大企業との連携においては、相手側に飲み込まれることがないよう細心の注意
を払いながら提携交渉を行っており、オープン・イノベーションでの実質的なパ
ワー関係は、中小企業側に主導権がある例が多い。 
これは、長年、下請企業として大企業と取引を行ってきた経験が、オープン・
イノベーションへ取り組む際に大企業に飲み込まれないためのノウハウとして活
かされているからである。 
(5) 発見事実５ 
下請から脱却するのではなく、下請事業を維持しながらイノベーションに取り
組んでおり、イノベーションが実現しても引き続き下請事業を継続している。 
(6) 発見事実６ 
中小企業としての信用力不足を、大学や大企業との連携、表彰・マスコミ取材
などの積極的な活用により補っている。 
(7) 発見事実７ 
研究開発の上流部分（構想段階）においては、まだオープン・イノベーション
の仕組みの全体が見通せていないが、投資・事業化段階において販売面での企業
間連携が組み立てられ、最終的には、研究開発から販売までが統合されたオープ
ン・イノベーションの仕組みが完成されている。 
 以上の7項目について、中小企業のオープン・イノベーションのプロセス（井
上，2016b）との関係を表すと、図表１のようになる。 
 
２．調査・分析 
2.1 調査の概要 
(1) 調査対象 
2006年～2009年の間に、国が「元気なモノ作り中小企業300社」に選定した企
業1,200社を対象とした。 
(2) 調査期間 
2016年 1月25日～2月15日 
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はじめに 
オープン・イノベーションは、チェスブロウ（Chesbrough，2003）によって提
唱されたイノベーションを促進するための新しい概念であるが、自前主義や下請
生産システムをはじめとした限定された企業との取引によりリスク回避を歴史的
に採用してきた日本企業には馴染みにくいとされる。 
中小企業は、単一事業に対し限られた経営資源を集中する戦略を採用するため、
不足する技術やノウハウなどの経営資源を内部調達よりも外部調達に求める傾向
にあることから、中小企業のイノベーションには、その戦略的特性からオープン・
イノベーションは馴染みやすいものと考えられる。 
しかし、先行研究で取り上げられるオープン・イノベーションの研究事例はグ
ローバル企業が多く、中小企業におけるオープン・イノベーションの事例研究は
少ないのが現状である。 
そこで、筆者がこれまで進めてきた研究は、オープン・イノベーションにより
新技術開発や新市場開拓に取り組み急成長している、または急成長が見込める中
小企業を対象とした事例研究を詳細に行い、中小企業におけるオープン・イノベ
ーションの策定から実行・評価までの仕組みを明らかにし、概念モデルを提示す
ることであった（井上，2014，2015，2016a，2016b）。 
本稿では、これまでの筆者の個別的な事例研究により分析的一般化された発見
事実を、アンケート調査を実施することにより包括的な統計分析を行い、実証研
究の精度を高めることをねらいとしている。 
 
１．調査・分析の方法 
1.1 オープン・イノベーション定義の再考 
チェスブロウの「企業内部（自社）のアイデア・技術と外部（他社）のアイデ
ア・技術とを有機的に結合させ価値を創造すること」というオープン・イノベー
ションの定義は、研究開発等の上流部分における企業間連携を中心に想定されて
いるとも受け取られかねない。 
本研究では、オープン・イノベーションを「研究開発等の上流部分における連
携だけでなく、販売等の下流部分における連携も含めた事業化まで見通したイノ
ベーションの仕組みを構築すること」ととらえている（井上，2016a）。 
 
1.2 事例研究からの発見事実 
中小企業におけるオープン・イノベーションの事例研究から発見された事実は、
下記の7項目である。 
(1) 発見事実１ 
大企業の場合は、オープン・イノベーションのための組織づくりと動機づけか
らオープン・イノベーションのプロセスが始まるが（米倉・清水，2015 ）、中小
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すると増加（34.9%）、毎年連続して増加（12.4%）、5 年平均すると減少（12.4%）
の順となっている。 
(6) 企業の成長段階 
回答企業を成長段階別にみると、新たな成長期（42.6%）が最も多く、成熟期
（27.1%）、成長期（10.9％）の順となっている。 
(7) 事業のタイプ 
回答企業のうち、事業のタイプはB2B製造（56.2%）が最も多く、次いでB2B部
品・部材 （18.2%）、 B2B 設備・プラント（9.7%）の順となっている。 
(8) 特許出願状況 
回答企業のうち、特許出願状況は特許出願・登録（76.7%）が最も多く、特許出
願無し（15.9%）の順となっている。 
(9) 事業の優位性 
回答企業のうち、事業の優位性は製品差別化（58.5%）が最も多く、次いで知財
などの独自技術（12.0%）、アイデア・発想の独自性（8.9%）の順となっている。 
 
2.3 調査・分析の結果(1) 
(1) 外部機関と連携する目的 
 「人材不足」「資金不足」「信用不足」といった不足する経営資源を補う従来
型の単発的結合による資源補完より、「自社が持たない技術やノウハウの活用」
「連携相手の設備活用」「スピード化」「コストの削減」といったオープン・イ
ノベーションの特性である外部資源を積極的に活用する有機的結合による価値創
造が多く見られる(図表２)。売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計
を行ったが企業規模間の差はほとんど見られなかった。 
(2) 外部機関の探索方法 
「公的機関の窓口」「研究会や交流会への参加」「展示会・イベント等」とい
った従来型の探索方法が半数を占めているが、「取引先からの紹介」「金融機関
からの紹介」「他企業からの売り込み」とステークホルダーの活用も多く見られ
る（図表３）。売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったが企
業規模間の差はほとんど見られなかった。 
(3) 外部機関との連携での障害 
 「情報が漏えいするリスク」が最も多いが、「連携相手を見つけることが困
難」「情報不足」といった探索方法の障害や、「連携相手との協業」「連携相手
との交渉」といった交渉ノウハウ面での障害も多く見られる（図表４）。売上
高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったところ、売上高・営業利
益および従業員数が多いほど、資金障害は少なく、情報漏えいリスクが多くなっ
ていた。また、売上高・営業利益および従業員数が多いほど「特に障害はない」
の割合が高くなっていた。 
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図表１：中小企業のオープン・イノベーションのプロセスと発見事実の関係 
（出所）筆者作成 
 
(3) 調査方法 
自記式郵送調査法により調査対象企業へ調査票を郵送し、郵送による回収をし
た。 
(4) 調査票の回収結果 
配布数は、1,197票（事前調査で3社の倒産が判明したため）で、回収数が258
票、回収率21.6％（回答辞退1票、あて先不明90票）であった。 
 
2.2 回答企業の概要 
(1) 従業員数 
回答企業の従業員数は、21～50人（26.4%）が最も多く、101～300人（24.4%）、
51～100人（23.6%）の順となっている。 
(2) 資本金 
回答企業の資本金は、1,000 万円以上～5,000万円未満（53.1%）が最も多く、
次いで、5,000万円以上～1億円未満（29.8%）となっている。 
(3) 直近の年間売上高 
回答企業のうち、10 億円以上～50 億円未満（37.2%）が最も多く、1 億円以上
～5億円未満（31.8%）、5億円以上～10億円未満（14.0%）の順となっている。 
(4) 過去5期の売上高の傾向 
回答企業のうち、過去5期の売上高は横ばい（37.6%）が最も多く、5年平均す
ると増加（33.3%）、毎年連続して増加（17.1%）の順となっている。 
(5) 過去5期の営業利益の傾向 
回答企業のうち、過去5期の営業利益は横ばい（36.8%）が最も多く、5年平均
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(4) 外部機関との連携成果 
 「新たな技術やノウハウの獲得・蓄積」「製品開発力の向上」といった直接的
な技術・開発面だけでなく、「自社のブランド・認知度向上」「顧客ニーズへの
対応」「従業員の意欲・能力向上」といった間接的な恩恵も受けている（図表
５）。売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったところ、企業
規模間の差はほとんど見られなかった。 
(5) 外部機関との連携担当 
「経営者」「役員」といった経営者層が連携を担当するのが中小企業では一般
的であるが、「専門の管理職」「専門の従業員」といった専門の担当者を配置し
ている企業も多く見られる(図表６)。売上高・営業利益および従業員数によるク
ロス集計を行ったところ、売上高、営業利益、従業員数が多いほど、専門の担当
者を配置していた。 
(6) 外部機関との連携関与業務 
「連携の取り組み方の決定」「連携テーマの設定」「連携戦略の策定」といっ
たイノベーションの設計業務に連携担当が関与している。また、「連携先の選
定」と外部の知識探索にも関与している（図表７）。売上高・営業利益および従
業員数によるクロス集計を行ったところ、企業規模間の差はほとんど見られなか
った。 
(7) 連携相手と取組内容 
「公的支援機関」「大学や高専等」といった研究開発等の上流部分における連携
だけでなく、「大企業」「中小企業」「ベンチャー企業」といった企業間連携も含め
た事業化まで見越したものも多く見られる（図表８）。 
連携内容については、公的支援機関、大学や高専等では、上流部分の「研究開
発」が最も多く、大企業、中小企業などとの企業間連携では、事業化まで見越し
た「製品開発」が最も多かった。中小企業との連携では、「研究開発」「製品開発」
よりも、「製造」が最も多く、事業化段階での連携役割ととらえられている。「販
路開拓」では、公的支援機関、大企業、中小企業の連携役割が大きい（図表８）。
売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったが企業規模間の差は
ほとんど見られなかった。 
(8) 表彰・認定、補助金・助成金の獲得と効果 
「自社にメリットがある場合は自ら行動を起こしている」「積極的に獲得できる
よう常に情報収集に努め行動している」と大半の企業は積極的に獲得に努めてい
る(図表９)。売上高および従業員数によるクロス集計を行ったところ、売上高、
営業利益、従業員数が多いほど、積極的に獲得行動を起こしていた。 
獲得したことにより「信用力」「金融機関の評価」「社会からの評価」「取引先か
らの評価」「顧客からの評価」と信用・評価面で効果が出ている。また、「資金調
達」「人材確保」と経営資源面での効果も出ている(図表10)。 
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図表２：外部機関と連携する目的 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
コストの削減 56 9.5% 
自社が持たない技術やノ
ウハウの活用 
212 36.0% 
スピード化（短期化） 62 10.5% 
リスクの分散 19 3.2% 
資金不足を補うため 30 5.1% 
人材不足を補うため 71 12.1% 
信用不足を補うため 18 3.1% 
連携相手の設備活用 82 13.9% 
その他 22 3.7% 
無回答 17 2.9% 
計 589 100.0% 
（出所）筆者作成 
 
 
 
図表４：外部機関との連携での障害 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
資金不足 42 8.4% 
コストが高い 30 6.0% 
人材不足 59 11.8% 
情報不足 47 9.4% 
情報が漏えいするリスク 70 14.0% 
連携相手を見つけること
が困難 
55 11.0% 
連携相手との交渉 30 6.0% 
連携相手との協業 40 8.0% 
事業化が困難 38 7.6% 
自社内の説得 6 1.2% 
特に障害はない 62 12.4% 
その他 4 0.8% 
無回答 16 3.2% 
 計 499 100.0% 
（出所）筆者作成 
図表３：外部機関の探索方法 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
公的機関の窓口 130 19.1% 
大学の窓口 66 9.7% 
専門の調査会社などへ
の依頼 
4 0.6% 
取引先からの紹介 92 13.5% 
展示会・イベント等 100 14.7% 
金融機関からの紹介 42 6.2% 
研究会や交流会への参
加 
119 17.5% 
インターネットなどでの
検索 
53 7.8% 
他企業からの売り込み 28 4.1% 
雑誌・新聞・TV 等 8 1.2% 
その他 19 2.8% 
無回答 18 2.7% 
 計 679 100.0% 
（出所）筆者作成 
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(4) 外部機関との連携成果 
 「新たな技術やノウハウの獲得・蓄積」「製品開発力の向上」といった直接的
な技術・開発面だけでなく、「自社のブランド・認知度向上」「顧客ニーズへの
対応」「従業員の意欲・能力向上」といった間接的な恩恵も受けている（図表
５）。売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったところ、企業
規模間の差はほとんど見られなかった。 
(5) 外部機関との連携担当 
「経営者」「役員」といった経営者層が連携を担当するのが中小企業では一般
的であるが、「専門の管理職」「専門の従業員」といった専門の担当者を配置し
ている企業も多く見られる(図表６)。売上高・営業利益および従業員数によるク
ロス集計を行ったところ、売上高、営業利益、従業員数が多いほど、専門の担当
者を配置していた。 
(6) 外部機関との連携関与業務 
「連携の取り組み方の決定」「連携テーマの設定」「連携戦略の策定」といっ
たイノベーションの設計業務に連携担当が関与している。また、「連携先の選
定」と外部の知識探索にも関与している（図表７）。売上高・営業利益および従
業員数によるクロス集計を行ったところ、企業規模間の差はほとんど見られなか
った。 
(7) 連携相手と取組内容 
「公的支援機関」「大学や高専等」といった研究開発等の上流部分における連携
だけでなく、「大企業」「中小企業」「ベンチャー企業」といった企業間連携も含め
た事業化まで見越したものも多く見られる（図表８）。 
連携内容については、公的支援機関、大学や高専等では、上流部分の「研究開
発」が最も多く、大企業、中小企業などとの企業間連携では、事業化まで見越し
た「製品開発」が最も多かった。中小企業との連携では、「研究開発」「製品開発」
よりも、「製造」が最も多く、事業化段階での連携役割ととらえられている。「販
路開拓」では、公的支援機関、大企業、中小企業の連携役割が大きい（図表８）。
売上高・営業利益および従業員数によるクロス集計を行ったが企業規模間の差は
ほとんど見られなかった。 
(8) 表彰・認定、補助金・助成金の獲得と効果 
「自社にメリットがある場合は自ら行動を起こしている」「積極的に獲得できる
よう常に情報収集に努め行動している」と大半の企業は積極的に獲得に努めてい
る(図表９)。売上高および従業員数によるクロス集計を行ったところ、売上高、
営業利益、従業員数が多いほど、積極的に獲得行動を起こしていた。 
獲得したことにより「信用力」「金融機関の評価」「社会からの評価」「取引先か
らの評価」「顧客からの評価」と信用・評価面で効果が出ている。また、「資金調
達」「人材確保」と経営資源面での効果も出ている(図表10)。 
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図表５：外部機関との連携成果 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
生産性の向上 43 6.8% 
製品開発力の向上 137 21.6% 
新たな技術やノウハウの獲
得・蓄積 
165 26.0% 
雇用の維持・確保 13 2.0% 
従業員の意欲・能力向上 56 8.8% 
自社のブランド・認知度向上 92 14.5% 
顧客のニーズへの対応 69 10.9% 
収益力の向上 26 4.1% 
特に成果はなかった 9 1.4% 
その他 6 0.9% 
無回答 19 3.0% 
 計 635 100.0% 
（出所）筆者作成 
 
 
図表７：外部機関との連携関与業務 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
連携戦略の策定 40 15.5% 
連携の取り組み方の決定 56 21.7% 
連携テーマの選定 29 11.2% 
連携先の選定 19 7.4% 
連携のための資金調達 2 0.8% 
連携にかかわる人材の確
保・選定 
3 1.2% 
連携にかかわる評価 3 1.2% 
その他 4 1.6% 
無回答 102 39.5% 
 計 258 100.0% 
（出所）筆者作成 
図表６：外部機関との連携担当 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
経営者 153 28.5% 
役員 112 20.9% 
専門の管理職 116 21.6% 
専門の従業員 86 16.0% 
一般の従業員 45 8.4% 
コンサルタント等の外部の
専門家 
4 0.7% 
その他 4 0.7% 
無回答 17 3.2% 
 計 537 100.0% 
（出所）筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表８：連携相手と連携内容 
 公的支援機関 大学や高専等 大企業 中小企業 ベンチャー企業 
研究開発 28.1%   38.8% 12.7% 10.8% 5.7% 
製品開発 18.5% 19.4% 20.4% 15.8% 5.7% 
製造 4.7% 1.6% 9.5% 17.0% 2.1% 
物流 0.6% 0.0% 5.8% 4.5% 0.0% 
販路開拓 12.4% 1.3% 8.0% 8.3% 1.4% 
販売促進 4.7% 1.0% 5.3% 8.3% 2.1% 
サービス 0.8% 0.0% 2.7% 3.5% 2.1% 
その他 1.7% 0.3% 0.3% 0.5% 0.0% 
計 71.3% 62.5% 64.7% 68.6% 19.8% 
（出所）筆者作成 
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図表９：表彰・認定、補助金等の獲得 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
積極的に獲得できるよう常
に情報収集に努め行動して
いる 
97 37.6% 
自社にメリットがある場合は
自ら行動を起こしている 
100 38.8% 
公的機関などから案内があ
った場合は申し込んでいる 
36 14.0% 
特に獲得する必要はないと
思っている 
19 7.4% 
その他 0 0.0% 
無回答 6 2.3% 
 計 258 100.0% 
（出所）筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表10：表彰・認定、補助金等の効果 
選択項目 
回答
数 
構成
比 
自社の信用力が増した 148 17.1% 
金融機関からの評価が良く
なった 
100 11.6% 
取引先からの評価が良くな
った 
89 10.3% 
顧客からの評価が良くなっ
た 
72 8.3% 
社会からの評価が高まった 92 10.6% 
従業員のやる気が高まった 78 9.0% 
人材確保に役立った 39 4.5% 
資金調達に役立った 84 9.7% 
外部機関との連携が容易に
なった 
43 5.0% 
新規取引先開拓に役立った 45 5.2% 
販売促進に役立った 45 5.2% 
あまり役には立たなかった 18 2.1% 
その他 6 0.7% 
無回答 6 0.7% 
 計 865 100.0% 
（出所）筆者作成 
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図表11：中小企業のオープン・イノベーションのプロセスと発見事実の関係 
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３．考察 
これまでの事例分析から判明した、中小企業におけるオープン・イノベーショ
ンの発見事実7項目の中で、今回の調査で確認できたのは、下記の5項目である。 
(1) 発見事実１ 
イノベーションの実行者が経営者で、イノベーションを担う「企業家」として
の役割を経営者自身が果たしていた。ただ、クロス集計では売上高、営業利益、
従業員数が多いほど、専門の担当者を配置している割合が高くなっている。 
(2) 発見事実２ 
イノベーションの設計を経営者自らが行い、外部の知識探索に取り組んでいた。
クロス集計でも売上高・営業利益および従業員数など企業規模間の差はほとんど
なかった。 
(3) 発見事実３ 
大企業や大学へ自らが積極的にアプローチすることによって、自社で対応でき
ない技術開発や販売面を克服していた。 
(4) 発見事実６ 
信用力不足を、大学や大企業との連携、表彰、補助金などの積極的な活用によ
り補っていた。 
(5) 発見事実７ 
研究開発から販売までが統合されたオープン・イノベーションの仕組みを構築
するための取り組みが確認できた。 
 なお、事例研究からの発見事実である４と５については、今回の調査では確認
できなかった。 
 以上のことを、中小企業のオープン・イノベーションのプロセスとの関係で表
すと、図表11のようになる。 
 
おわりに 
調査・分析の結果、オープン・イノベーションに積極的な中小企業では、研究
開発等の上流部分における連携だけでなく、販売等の下流部分における連携も含
めた事業化まで見通したイノベーションの仕組みを構築する取り組みが行われて
いることを確認することができた。 
ただ、調査そのものが包括的なものとなってしまったため、個別企業の特性や
仮説が個別企業にとってどの程度の重要性を持つかなど判読できない部分が多々
あり、批判は免れない。このため、事例研究の結果を確認する程度に終わってし
まい、新しい発見をするところまではいかなかった。 
今後、さらなる詳細な事例研究を行い、実証研究の精度を高めていくことで、
不備を補いたい。 
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小売イノベーションとコ・ブランド 
―米国におけるガソリンスタンド業態の発展とコ・ブランド― 
Retail Innovation and Co-Branding 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 小嶌 正稔 
要旨 
本稿は、米国におけるガソリンスタンドの業種・業態としての発展過程をコ・
ブランドの概念を用いて分析し、わが国の石油販売業者が経営の方向性を見きわ
めるために必要な要因を抽出することにある。 
わが国ではガソリン需要が減少する中、ガソリンスタンドには、新たな業態開
発、小売イノベーションが求められている。わが国では精製・元売基点からの対
応を前提として進められているが、欧米においては、最終的に小売を基軸として
小売イノベーションが進んだ。 
これを引き起こした要因は、繰り返された業界再編によって、製品の保証機能
以外のブランド力が毀損され、統合的チャネルが崩れたこと、他業種との人材獲
得競争、高度化競争における敗北、そして低マージンかつ不安定な小売市場の状
況が、大手石油会社の小売からの撤退を招いたことにある。これらの要因はわが
国でも起こりうる要因であり、石油販売業者はこれらの業態転換要因を踏まえて
業態の方向性を模索する必要があることを示した。 
 
キーワード（Keywords）: コ・ブランド（Co-Branding）、小売イノベーション
（Innovation in Retailing）、ブランド・エクイティ
（Brand Equity）、ガソリンスタンド（Gasoline 
Station）、コンビニエンスストア（Convenience Store） 
 
Abstract 
This paper analyzed the development process as a type of operation of the 
service station in the United States using the concept of the co-branding, and  
extract a key factor necessary for gasoline station dealer to ascertain 
directionality of the management. 
While gasoline demand decreases in Japan, the manager of the service 
station must pursue retail innovation. It was pushed forward assuming the 
correspondence from integrated oil company in Japan, but, in Europe and 
America, retail innovation finally went ahead from the perspective of retailer. 
This is caused by the fact that the brand power was damaged by repeated 
industry reorganization, lost in talented person acquisition competition, et 
cetra.  
These are factors that were possible in our country, gasoline retailers need 
to grope for the directionality of the type of operation based on these factors. 
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